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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１５２　　２０１２年　１　月　１９　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
野田改造内閣が発足（消費税増税、衆院比例定数削減）
　野田内閣は、政権発足から４カ月余り経ち、どの新聞・放送局の調査でも内閣支持率は急速に低下し、民主党政権の行き詰まりは、２年半で３人目の首相（鳩山、菅、野田）を誕生させても、いっこうに打開できていません。特に、「社会保障と税の一体改革」で２０１５年までに１０％まで税率を引き上げるとした消費税増税に対しては、反対の世論が広がっています。最近の共同通信の調査では消費税増税に「反対」が５２.９％と半数を超えており、野田首相は国民に十分「説明していない」という回答が７４.４％にものぼっています。ｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐ先週１３日（金）には、昨年参院で問責決議を受けた２閣僚をはじめとする５閣僚を退任させる、内閣の一部改造と民主党の役員人事を行いました。目玉は、岡田克也前幹事長（桑名市を含む地元三重三区選出、消費税増税と衆院比例定数削減を強く主張）を副総理兼一体改革・行政改革担当大臣に起用した事です。　　　　　　ノ野田首相は、「行政改革、政治改革、そして『社会保障と税の一体改革』という、先送りすることのできない課題を着実に推進するための最善かつ最強の布陣をつくるための改造だ」と述べ、消費税増税と民意切り捨ての衆院比例定数削減をセットで強行する態勢だと認めています。　　　　　　　　　　　　　ｐｐｐｐ日本経団連の米倉会長は今回の内閣改造について、「一体改革をはじめとする重要政策課題を迅速かつ強力に推進するための体制強化だ」と歓迎するコメントを発表しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐ日本共産党は、野田改造内閣について「暮らしと経済を破壊する消費税増税推進改造内閣」と位置づけて、「問われているのは看板のすげ替えではなく、どういう政治をやろうとするのかという中身」だと主張しています。また「完全に自民党政治に逆戻りした。暮らしと経済を破壊する消費税増税、農業だけでなく国の形まで壊すＴＰＰ（環太平洋連携協定）推進、県民が反対している辺野古（沖縄県）への新基地建設を、強引にやろうとしている」と批判しています。　　　　ｐｐ内閣改造を受け、通常国会が来週２４日から始まります。国会での論戦と国民の闘いで野田政権を追い詰め、消費税増税などの暴走を阻止することが急務です。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
臨時市議会１月２４日(火)開催（山本病院買収関連議案）
議案１、２、再編統合(譲渡)に要する費用　　（総額）２，３５０，４８９千円　　　　

・山本総合病院買収価格と新病院の基本構想、基本計画の策定業務費　　　　　
議案３、地方独立行政法人桑名市民病院の「定款の変更」
・名称を桑名市総合医療センターに変更し、各病院を西・南・東センターとする

・役員の定数を５人以内から９人以内に変更
議案４、地方独立行政法人桑名市民病院の「中期目標の変更」
・医療機能を含む組織の集約化、業務運営の融合・三重大学と緊密な連携
おかしいぞ、消費税大増税　 中止しかない３つの大問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ政府・民主党が決めた消費税率１０％への段階的増税の方針には、三つの大問題があります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ一つは、大型公共事業などムダ遣いを続けながらの大増税になっていること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八ツ場ダムの建設を再開し、原発推進に予算をつける、軍事費（思いやり予算と次期戦闘機の購入）・政党助成金には手をつけない、大企業・大資産家に１.７兆円の新たな減税（証券優遇税制と新たな法人税減税）を実施。　　　　　　　　　　　　　ｐ二つ目は、「社会保障と税の一体改革」といいながら、社会保障は切り捨てる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金、医療、介護、子育て支援などはすべて「一体改悪」です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ三つ目は、日本経済をどん底に突き落とすことです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今度の１０％への増税では、消費税だけで１３兆円、年金支給削減などとあわせれば１６兆円もの国民負担増になります。不景気や大震災の苦しみのもとでこれほどの負担増をかぶせたら、経済も暮らしも底が抜けてしまって、結局、税収もあがらない、財政再建も進まない、状況に陥ってしまいます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、消費税増税に代わる財源として、（１）大型公共事業、軍事費、原発推進予算、政党助成金などのムダを一掃する。（２）増税するなら、まず富裕層と大企業に応分の負担を求める。（３）社会保障の抜本的拡充に踏み出す場合には、「応能負担」（負担能力に応じた負担）という累進課税でまかなう。この様な抜本的対策を提案しています。
年末の出来事２件　(生活保護と税金滞納の桑名市の対応)
１、知人の生活保護の申請に明日(２８日)に行うと思ったら、最終日だから受付だけになるので来年にしてくれと言われた。２８日は、何のためにあるのか。午後５時１５分の終了時間までちゃんと業務は遂行してもらわなければならない。出来ないんだったら休みにすべきです。窓口担当に住民に対する真面目な態度が見えませんでした。翌日（２８日）生活保護の申請に付き添う。こども家庭課に良い人がいた。借金する前に生活保護の担当者に相談しなさいときっぱりと言った。当事者は決して怠け者ではない。生活できる給料をもらえる働き場所が無いのです。マスコミも変に書きたてては困ります。一方で派遣村のような炊き出しを大きく報道しているのに。今年は余り報道されないが大丈夫なのかな。
２、また、県の税金の回収機構へ送られて困っている例が出てきた。この方は昨日（２６日）、役所で自殺すると先立たれた奥さんの位牌と遺書まで持ってきた。建築業者に騙されて１０００万円以上の借金を抱え、何とか残り僅かになったのに、預金通帳を差し押さえられ残金が０になったという。これではガス・水道・電気代が払えず、死ねと言っているようなものです。役所と通知を送った、受け取って無いの行き違いがあるが、こんな重要な事は本人と直接話し合うべきです。無給の民生委員さんや市の高齢者福祉相談員さんは定期的に訪問して安否確認をしておられるそうです（当人７４歳の一人住まい）。今日は、酒を飲んで来られ、どうしても我慢が出来ないので職員に一言言いたいということでしたが、何とか抑えて帰ってもらいましたが、明日もう一度県の税金の回収機構へ送った理由を質す予定です。翌日、県の税の回収機構と電話で交渉。桑名市も同じですが、相手の状況をちゃんと捉えていない。役所は、法に基づいてと言うが、根本には人間同士のかかわりがあるはずです。そこのところを桑名市も県も理解して交渉しなければいけません。そのうち桑名市でも役所内で抗議の自殺者が出てもおかしくはない。決して冗談ではありません。　　（共に２７日におこった事です。）
【一点共闘】　　桑名市の「水谷市長リコール」運動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
今、大震災の復興や原発からの撤退、消費税増税や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への参加反対、沖縄の新基地建設阻止などで、国民の間では、日本共産党も参加して、これまで保守の基盤といわれてきた人たちと力を合わせる「一点共闘」が急速に広がってきています。
　桑名市の「水谷市長リコール」運動もそうです。今の水谷桑名市政は、業者・血縁などの癒着体質の異常だらけです。今の市長では、市政を浄化することはできません。公務員倫理、職員の倫理に問題があると言われていますが、倫理を語る資格はありません。風土を変える必要もあります。水谷市政の土建政治を止めさせ、汚職体質を改善して、クリーンな桑名市政に変えて欲しい、「事件」の政治的責任をとって辞めて欲しいという多くの市民の方々の要望に応えるためにリコールを是非成功させたいと頑張っています。最後まであきらめずに頑張ります。市民の、有権者の皆さんのご協力をよろしくお願いします。

原発ゼロへ　 桑名市内でも集会とデモ行進を　　　　　　　　
アピール  「原発ゼロをめざす３・１１全国いっせい行動」　　　　　　　　　　　　ｐｐｐｐｐｐ          （２０１２年１月１１日　原発をなくす全国連絡会運営委員会）
　私たちは、東日本大震災と福島原発事故から１年の３月１１日、「原発ゼロ」をかかげて全国で声をあげ、行動することを呼びかけます。
　福島原発事故から１０カ月が経過しました。多くの被災者が避難を余儀なくされたままで、放射能の除染と事故の賠償も本格的にはこれからの課題です。原発事故はいまだ収束せず、事故の原因も明らかになっていません。
　福島第１原発事故に関する政府の「事故調査・検証委員会」の中間報告が昨年末公表されましたが、「過酷事故は起こらない」としてきた政府、電力会社の「安全神話」の弊害を浮き彫りにしました。
　ところが、野田首相は福島原発事故の「収束宣言」を出し、避難地域の「再編」など、原発の安全性を無視し、再稼働や輸出など原発に固執しようという姿勢をあらわにしています。 
　１月８日、野田首相との会談で福島県知事は、「あくまで避難している人が帰還することが収束宣言だと理解している」と収束宣言に不快感を表明し、県内の全ての原子炉を廃炉にするよう要請しました。
　現在、定期検査中などで停止中の原発は全国５４基のうち４８基です。定期検査が最も遅い北海道電力泊原発３号機が４月に定期検査に入るとすべての原発が停止します。
　「原発ゼロ」こそ、福島原発事故が問いかけたことに対する私たちがこたえるべき道ではないでしょうか。
　原発事故以来、全国各地で、またインターネット上でも“本当のことは何か”、“原発と共存できるのか”が語り合われ、「原発ゼロ」や「子どもを放射能から守れ」をかかげた集会やデモをはじめ多様な行動が広がりました。地域や立場や世代をこえて多くの人びとがこれほどまでに声をあげはじめたのは、戦後日本の歴史のなかでもまれにみることではないでしょうか。原発はいらないという世論は確実に広く深くなっています。
　「３・１１」にむけて、すでに全国で、東日本大震災の被災者と福島の仲間と連帯し、“再稼働は許さない”、“除染、賠償への国・東電の責任を果たさせる”――緊急の要求とともに、「原発ゼロ」の声をあげようと、集会やデモが計画されています。原発の立地県もそうでない県も、立場や世代もこえた運動が起こりつつあります。私たちも、東京で集会をおこないます。
　私たちは、こうした全国の「原発ゼロ」の運動に連帯し、さらに全国の津々浦々で「原発ゼロ」の行動を広げることを訴えます。
　集会やデモ、宣伝――アピールの方法や規模、組織もさまざまでしょう。しかし、「原発ゼロ」の一点で連帯すれば、これまでにない規模の運動になり、一段と大きなアピールになることは間違いありません。私たちは、「原発ゼロへ！　３・１１全国いっせい行動」として連帯した行動になることをよびかけます。
　全国で「原発ゼロ」の行動を計画しているみなさん、また、これから準備しようとしているみなさん、協力をすすめましょう。情報を交換し、運動を交流しましょう。福島原発事故が起きた「３・１１」が「原発ゼロ」への大きな歴史的転機となるよう力を合わせましょう。　　　　　　　　　　　　　　　　（以上）
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